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I. 研究報告書 
厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援総合研究事業） 
令和元年度総括研究報告書 
女性の健康の包括的支援に関する情報発信基盤構築と多診療科医療統合を目指した研究 
 
研究代表者：藤井知行 東京大学医学部女性診療科・産科 
研究要旨 

女性の健康は、女性ホルモン・エストロゲンの分泌レベルにより大きく左右される特性がある点

が男性と大きく異る。女性は卵巣機能の賦活化に応じて月経・思春期発来、妊娠・出産、閉経など

の順番でエストロゲンレベルが変動するが、加えて、月経困難症、月経前症候群、更年期障害など

の月経関連疾患に社会経済的に大きく影響を受ける。女性ホルモン変動を意識した管理に基づいた

女性の健康包括的支援は現状では政策的にも社会的にも未達成であること、日本人一般的に言える

こととして、ヘルスリテラシーの確立が不十分であることを背景とし、ライフコースアプローチに

基づいた女性特有の疾患に対する啓発、教育、予防などを本研究班は継続している。このような支

援をおこなうことは、我が国の喫緊の課題である女性活躍、少子化解消、健康寿命の延伸の達成に

大きく貢献していると考えられる。 
本研究では、多診療科からの記事提供を受けた女性の健康に関連するホームページを立ち上げ、

情報の発信による社会啓発およびそのフィードバックと、多診療科連携による統合的女性医療を目

指し研究を継続している。ホームページの内容は継続的にアップデートされており、今や 150万 PV/
月を超えるコンテンツとして成熟してきた。今年度はその継続だけでなく、女性の健康にまつわる

相談を受けられる者の養成などを介した社会的健康支援の体制を確立することを次の目的とし、医

療従事者のみならず一般人で女性の健康に携わりうる人たちにも理解、教育が出来るような多診療

科的内容を含むガイドブックを発刊、配布し、ホームページをプラットフォームとした e ラーニン

グシステムを構築することで、女性の健康に関するアドバイスをすることが出来る医療従事者を養

成することを可能にしているところである。 
 
研究分担者氏名・所属研究機関名及び所属研究機関における職名 
大須賀穣：東京大学 医学部附属病院 女性外科教授 
秋下雅弘：東京大学 医学部附属病院 老年病科教授 
市橋香代：東京大学 医学部附属病院 精神神経科特任講師 
菊池昭彦：岩手医科大学附属病院 産婦人科教授 
北中幸子：東京大学医学部附属病院小児科准教授 
鈴木眞理：政策研究大学院大学保健管理センター教授 
田中栄：東京大学医学部附属病院整形外科学教授 
対馬ルリ子：医療法人社団 ウィミンズ・ウェルネス対馬ルリ子女性ライフクリニック銀座 理

事長・院長 
平池修：東京大学医学部附属病院女性診療科・産科准教授 
若尾文彦：国立がん研究センターがん対策情報センター センター長 
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研究目的 
女性でも閉経後に生活習慣病は増加し、特に

脂質異常症の頻度は女性の方が高いことから

分かるように、女性の健康は、男性の健康を維

持する観点とは大幅に異なった考え方をする

必要があるが、一般的にはあまり知られていな

い。また、人生 100 年時代とも言われるように

日本人は長寿化し、女性は男性より平均寿命で

7 年長い。その一方で、健康寿命は 4 年ほどし

か違わず、結果的に平均要介護期間は男性 9
年、女性 12 年である。その原因となるのがフ

レイルや認知症など高齢期の病態であり、男性

より女性に多い。女性の健康は出生、思春期、

閉経期、また老年期に至るまでに、卵巣機能が

確立し、さらに消退していく。具体的には排卵

周期の確立、卵巣機能の低下と共に閉経状態に

至ることの影響であるが、この女性ホルモンの

分泌が大きな変動を来す点が男性と男性ホル

モンの動態と大きく異なる。女性ホルモンの変

動は子宮内膜症、子宮筋腫といった女性特有の

疾患に大きく関与するだけでなく、月経困難症、

月経前症候群および月経前不快気分障害、更年

期障害などといった原因の特定し難い病気に

も影響を及ぼすことから、社会、精神的にも多

大な影響がみられるようになる。 
急激な人口増加が望めない日本社会の現状

と、持続可能な経済的発展を日本社会に求めて

いきたい観点から、高齢者だけでなく女性の持

つパワーを社会経済活動に有効に取り込むこ

とが昨今最重要視される課題となっている。上

記のように月経および月経関連疾患、特に性差

のあるような生活習慣病などにより損なわれ

る女性の健康を維持・改善することを積極的に

支援するためには、女性を雇用する企業などの

自助努力のみに頼ってはいけず、個々の女性の

ヘルスリテラシーを高め、必要に応じて受診勧

奨をすることが必要であるため、啓発のための

情報発信のツールの作成と広報の増強を目的

とした。医師が監修をするという、確かなソー

スを全面に出すことにより、社会全体の啓発と

医療・健康関係者の啓発を実践すること、これ

らの活動を介して我が国女性の生涯健康を支

える社会基盤を構築することを主目的とした。 
本研究班の班長である藤井は平成 27 年度に

女性の健康についての多彩な情報を提供する

ホームページ HP を立ち上げた。今年度はこれ

までの年度に引き続き、HP の更新をして情報

収集をすることを主目的の一つとした。HP な

どを活用してヘルスリテラシーを向上させる

こととは間接的な受診勧奨であるが、受診では

なくヘルスケアの相談を出来るようにすると

いうことが望ましい。一方、女性の疾患予防、

健康増進を広く浅く対処出来るようにするた

め、医師、看護師などの実際に国家資格を持っ

たもののみでなく、一般の企業、学校などの現

場にもライフコースアプローチ視点を持つあ

る程度医療に習熟した者を配置できることが

望ましい。 
 
研究方法 
平成 27 年度に女性の健康についての多彩な

情報を提供するホームページHP を立ち上げた

が、令和元年度は引き続き HP の更新をしてユ

ーザーの解析をおこなった。本研究のプラット

フォームである HP の内容の信頼度を推測する

目的で、セッション数およびページビューPV
をあげるため SEO（Search Engine 
Optimization：検索結果で自らのサイトを多く

露出するために行う作業）対策を継続的に行っ

た。また、当該年度における、HP にアクセス

する人々の属性を調べる目的で、年齢層、アク

セス端末の種類、セッション数、PV数、よく

アクセスされる記事に関する検討を行った。解

析に関してはグーグルアナリティクスでデー

タを抽出した。本研究をおこなうにあたり、こ

れらアクセスに関する情報を解析したが、これ

らは機器そのものから得られる属性だけであ

るため、個人を識別できるような個人情報を含

まないことから倫理面に関して問題点はない。 
女性の健康管理に関して熟知している人材

を育成する目的で日本産科婦人科学会の女性

のヘルスケアアドバイザー養成プログラムを

活用し、その内容をさらに改変することにより

看護師、保健師、その他の健康支援関係者など

が女性のヘルスケアアドバイザーとして活躍

できるように養成するだけでなく、医療知識の

更新をも目標として e ラーニングシステムを構
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築することで、女性の健康増進・向上に役立て

ることとした。 
 
研究結果 
女性を対象とした情報提供 HP「女性の健康推

進室ヘルスラボ」とそのアクセス内容に関する

研究 
本ホームページHP はライフステージ別女性の

健康ガイドという大項目から、小児期・思春期、

成人期、更年期、老年期、妊娠・出産、という

小項目に移動出来るようにしているが、大きな

スタイル変更はない。新規記事の投入は「お知

らせ一覧」（http://w-health.jp/information/）か
らおこなっており、女性の健康に関連した記事

の投入をしている。新たに始めた事業としては、

「ヘルスケアラボ 健康相談窓口」

（http://w-health.jp/information/detail54/および

http://w-health.jp/consultation/）で、あなたの健

康に関連した質問に答えます、ということを売

りにした双方向性のものである。 
「女性の健康推進室ヘルスラボ」の紹介を、第

92回日本内分泌学会学術集会（2019 年 6 月仙

台市）、第 20回日本内分泌学会関東甲信越支部

学術集会（9 月港区）、第 57回全国大学保健管

理集会（2019 年 10 月 札幌市）、第 23回日本

摂食障害学会学術集会（2019 年 11 月小平市）

で行った。 
 
１) 女性を対象とした情報提供 HP とそのアク

セス内容に関する研究 
2016 年 3 月に HP が開設され 2019 年 12 月末ま

での HP へのアクセスに関するデータを解析し、

デバイス別セッション数（ユーザーがアクセス

した回数）および年齢別月間セッション数から

みたユーザー属性を検討した。概ね 25～45 歳
までの iOS を用いる女性ユーザーというのが本

HP 閲覧の典型層であり、24 歳以下の若年層、

55 歳以上にリーチできていない傾向が明らか

である。アクセスの重要な指標であるページビ

ューPV 数（サイト内のページが表示された回

数）は、2019 年 4~9 月までの低迷から、10 月

以降著しい伸長があり、月間 PV 数は 250 万に

まで到達している。仙台放送：仙台いろはのコ

ラム掲載依頼、市川市保健センター：セルフチ

ェックのリンク貼り依頼、リトル・ママフェス

タ東京 2019 でのリーフレット配布（豊島区後

援 来場者 2 日間で 16000 人見込み）、「医療の

かかり方・女性の健康に関する世論調査」に使

用（広島商工労働局より冊子の紹介）など、全

国的に色々なメディアからの依頼が増えてき

たのが最大の特徴である。 
デバイス別セッション数および年齢別月間

セッション数からみたユーザー属性 
 2019 年 12 月における年齢別にみたユーザー

属性は、18～24歳（12.69%）、25～34歳（35.00%）、

35～44歳（32.45%）、45～54歳（13.69%）、

55～64歳（4.40%）、65歳以上（1.76%）とい

う状況であり、性別としては女性が 84.6％であ

ることから、概ね生殖可能年齢女性が主だった

ユーザーといえる（図 1）。以前と比較すると、

45～54歳の層へのアプローチが増えたようで

ある。情報にアクセスする手段としては、圧倒

的にモバイル端末・スマートフォンであり、タ

ブレット端末や PC によるアクセスは乏しい。

新規ユーザーは 88.44％を占めており、検索エ

ンジンから流入してくるユーザーが多いこと

を考慮すると、流動層を多く確保していること、

検索で上位に来ることが推測可能であるため

SEO 対策は十分であることが考えられた（図

1）。また 2019 年の男女、年齢層でみたサイト

訪問数（図 2）によると、男性の層で健闘して

いるのが 25～34、および 35～44歳である。こ

の年齢層は社会的活動において中心になりや

すいことがあり、妊娠・出産との関連も大きく

考えられる層でもあることから、男性への訴求

も視野に入れるべき時期に来ていることが伺

えた。 
HP を訪問した人数、セッション数とページビ

ュー数 
月間を区切りとして基本情報を収集している。

本 HP を訪問した延べ人数は、基本的に緩徐に

時間の経過とともに増加してきていたが、2018
年 8～10 月くらいを期に、明確な理由がわから

ないまま顕著な伸びを示した。2019 年は 4 月

から 9 月までの PV の伸びが悪く、新記事投入

も特に効果がなかったが、その後年末にかけて

大きな伸びをみている（図 3）。セッション数

（図 4）と PV数は、月例ユーザー数（図 5）
とほぼ平行したような推移となっており、本

HP内容が興味深く、色々なページを覗くとい
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う行動が発生するとセッション数が増えるた

め、2018 年後半はセッション数の増加があま

りなかった印象であるが、それと比較して

2019 年末はセッション数の顕著な伸びが示さ

れている（図 4）。セッション数/PV数はセッ

ションつまり 1 アクセスに対してどれくらい

ページを閲覧するかの指標となることから、本

サイトの性質上なるべく多数のページを見て

から離脱するユーザーが増えることが望まし

いが、2018 年～2019 年での推移でみると、概

ね 1.6ページくらいの閲覧でユーザーが離脱す

ることが伺える（図 6）。サイト内を長時間回

遊させることが大きな目標である。これはある

程度内容を循環させるための導線を引くこと

で対応したいが、大きな変化が見られず比較的

に低下傾向のみが目立っていることから推測

すると、このサイトを用いたコンテンツ内容の

大きな変化が必要である。新規ユーザーとリピ

ーターユーザーの比率の推移をみている（図

7）が、2019 年に入りリピーターが増えている

傾向が見て取れた。通常の販売などでいわれる

e コマースなどでは理想的なリピーター：新規

比率は 2:8 と言われており、2割の重要な顧客

が 8割の利益を生み出すと言われている、しか

し、将来のことを考慮すると、リピーターは必

要であろう。 
自然検索からの流入数が本サイトに到着す

るユーザーの大半である。サーチエンジンは

Google が最多で、以降 Yahoo に続き、その他

の検索エンジンからの流入は極めて少ない（図

8）。日本国内においては Google が 75％、Yahoo
が 15％くらい（参照：

https://gs.statcounter.com/search-engine-market-s
hare/desktop/japan#monthly-201905-202005-bar）
といわれており、国産のサーチエンジンがない

ことが知られている。ただ、本来の日本人の人

口と、韓国においては Naverや Daum など国産

エンジンがあることが知られているため、本研

究とはあまり関係がないが、日本語に特化した

サーチエンジンがあってもよいかと推測され

た。SNSからの流入も推移が追えており、

Facebook が 76％を占めていることが分かった

（図 9）。日本における 2017 年時点での SNS
利用者数は 7,216万人、2018 年度は 7,523万人、

2020 年末には 7,937万人まで増加すると予測

されているなか、日本での SNS ランキングは

LINE、Twitter、Instagram、Facebook、TikTok、
Pinterest である（参照：

https://www.digima-japan.com/knowhow/world/1
5722.php）。世界的には Facebook が圧倒的で

あり、日本で一位である LINE は Top 5 ランキ

ング入りすら出来ていないことを考慮すると、

サイトアクセスの強化からいって、LINE に特

化した流入方法や、Instagram のような画像か

ら入る流入に対しても強化を考えても良いの

ではないかということが推測された。  
 
２）多診療科連携による「女性の健康包括的支

援のための診療ガイドブック」刊行・配布と e
ブックの作成 
「女性の健康包括的支援のための診療ガイ

ドブック」を 2019 年 3 月に書籍を発刊、配布

するに至った。日本産科婦人科学会（会員数約

16000）を中心に、学校教育に携わる保健師、

教師、母性内科学会会員などへの配布を既に終

了させている。他には、第 92 回日本内分泌学

会学術集会（2019 年 6 月仙台市）、第 20 回日

本内分泌学会関東甲信越支部学術集会（9 月港

区）、第 57 回全国大学保健管理集会（2019 年

10 月 札幌市）、第 23 回日本摂食障害学会学

術集会（2019 年 11 月小平市）でガイドブック

の頒布を行い、2020 年 3 月 21～22 日開催予定

の第 34 回日本助産師学会学術集会（新潟市）

は新型コロナウイルス感染症のため Web 講演
になったが、希望者にガイドブックを送付した。  

初稿の校正を終えたため、HP 上での配布を e
ブックの形でおこなった。 
（ https://w-health.actibookone.com/content/detail?
param=eyJjb250ZW50TnVtIjoyNzg1Mn0=&detail
Flg=0） 
文字の検索機能、付箋が付けられる、など、ユ

ーザーの視点に立った機能を付加している。 
 
３）健康支援教育プログラムと健康相談員の養

成を目的とした e ラーニングシステム構築 
日本産科婦人科学会の協力のもと、日本産科

婦人科学会が事業としておこなっていた、思春

期から更年期・老年期まで一生を通した「女性

のヘルスケアアドバイザー」養成用の資料を改
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変引用し、内容を多診療科的に拡大することに

より、看護師、保健師、教師、企業の健康関連

相談窓口担当者など、若年から中高年、老年期

にいたるまでの健康支援関係者などが、女性の

ヘルスケアアドバイザーとして活躍できるよ

うにし、女性の健康増進・向上に役立てること

とした。テストページは以下の手順でログイン

出来るようにしてある。 
■フロントページ 
URL：http://stg.w-health.jp/elearning/   
上記アクセス後、ID と Password を求められる

ので、ログイン画面で下記を入力 
ID：958371 
Password：testtest 
ログインすると、全部で 4 箇所に区切られた e
ラーニングが見られる。新たな e ラーニングコ

ンテンツとして、「働く女性のメンタルヘルス」

と題したコンテンツを作成した。内容は、働く

女性は増えている、キャリア・ストレスとは、

女性の妊娠・出産にまつわるストレス、ダブル

ケアについて、働く女性のメンタルヘルス不調、

女性の多様なライフコースとした。それぞれに

対して、理解度チェックのため全 10問の Q&A
を作成した。 
今後毎年または２年おきくらいを目安にコン

テンツの入れ替えを図るつもりにしており、

2020 年度には大幅改定をおこなう予定にして

いる。「女性のヘルスケアアドバイザープログ

ラム」は日本産科婦人科学会から日本女性医学

学会へと所管が移ったので、日本女性医学学会

教育委員会関係者と連携を取りながら、新たな

ページに改定し、記事の方も増やしていく予定

である。また、設定項目に関してはガイドブッ

クとの整合性を取るため、2020 年度には作業に

着手する予定である。 
 
４）女性の健康維持実地例収集 

2019 年度は女性健康維持の実地例収集とし

て、なでしこ銘柄企業を中心に行った企業調査

に続き、地方自治体を対象とした調査を企画し

た。茨城県総務部人事課および八王子市役所総

務部職員係に調査依頼を行なったが、事例収集

を行うには至らなかった。茨城県においては、

人事課に調査を依頼していたが、調査内容が多

岐にわたるため複数部署に及んでしまうこと

が要因であった。八王子市役所は、市民への子

宮がん検診において先進的な取り組みを行な

っているが、市役所職員は八王子市外から通勤

しているものも多く、職場検診としては特徴が

あるわけではないとのことだった。 
 
Ｄ.考察 

女性の健康包括的支援に関する情報提供を

効率的に行うわれわれが作成した HP の世間の

認知度も飛躍的な上昇を認めるに至り、世間へ

の定着は着々と進んでいると考えられる。本

HP はソースとして十分信頼に足ることを売り

にしており、内容としても確固としたというこ

とが世間へ理解されたものと考える。リーチ出

来ている主な層は若年層女性であることから、

中長期的にみると、その世代にアプローチ出来

ていることは、最終的には日本全体でのヘルス

リテラシーを向上させることには繋がる。ただ

し最終的に浸透が完成するまでには相当な時

間がかかることが容易に予想されるため、長期

的視野にたって HP の維持および更新をしなく

てはいけないことが予想される。 
定着した固定ユーザーを HP に訪問してもら

うためには記事内容の更新が必須である。記事

の更新は SEO 対策としても重要であるが、女

性の健康に関する話題はいつも最新のものが

あるわけではない。また、多くのサイトがそう

であるように双方向性は重要であるが、これま

でのヘルスケアラボにはその部分がなかった。

それを打開する試みとして「ヘルスケアラボ 

健康相談窓口」というコーナーを作成してみた。

何点か重要な質問は来たので意義はあるだろ

うが、そもそも多くの質問を受け付け、それに

対する応答を反復することには無理がある。

HP として今後必要なこととしては、女性の健

康相談員（仮称）を継続的に育成することであ

るがそのためにはヘルスリテラシーの向上が

第一義である。HP の継続的な記事の更新だけ

では不十分であるため、柔軟なニーズの拾い上

げが必須である。さもないと新しいコンテンツ、

若年層にも響くアンケート、質問などの類を用

意出来ないため、見聞を深めることで最新の情

報を入手し、検索条件のトップヒットを継続す

るようにしたい。 
次に必要なのは本 HP を元にした双方向性の
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相談体制を確立することと推測される。このホ

ームページではリンク機能も活用して各種の

“女性の健康”に関する情報を統合するだけで

なく、e-learning 機能、アンケート機能など多

彩な機能を持たせ、後に記載する相談支援体制

などにおいても双方向性のツールとして活用

することが望ましい。先述のように新しい記事

の投下だけでは限界がある。HP はアクセス記

録などを追跡することが可能であるため、毎月

のアクセス記録から、受け手のニーズを拾い上

げて、改善に繋げる作業を持続的に行なう必要

性が改めて認識された。また、男性層への定着

がある程度存在することが伺えた。男性へのア

プローチをする最初の一歩としてはプレコン

セプションケアを切り口にしたものが挙げら

れよう。2020 年度における活動に参考とした

い。 
 
Ｅ.結論 

我々の活動は、HP に掲載してある情報をベ

ースとして、ガイドブック、e ラーニング教材

などの周辺教材を複合的に活用して女性の健

康を支えることが目標である。医療に関連した

人、一般人の中でも女性の健康に携わる機会の

多い人達に対する啓発を進めていくことが第

一義である。HP を基盤とした健康相談は、直

接的なものをまずは試してみた。相談は受付可

能であるが、回数なども考慮すると直接的なも

のには限界があると考える。しかし相談可能な

人々の育成が行われるようになれば、女性の健

康包括的支援のための相談体制が確保される

ため、一般人においてのヘルスリテラシーの向

上を図ることが差し当たって必要である。本

HP は継続的に幅広い層からのアクセスを得て

いることから、その有用性は示されていると考

える。また、HP の特性として、アクセスする

人物像、アクセス記録などは経時的に追跡する

ことが可能であるため、傾向を解析して受け手

のニーズを可能な限り拾い上げることが推察

されるだけでなく、今後更に研究に用いること

も可能である。アップデートされた最新内容の

ホームページの公開により、教育内容を e ラー

ニングで習得した健康相談員などが積極的に

地域住民を教育・啓発することにより、女性の

心身の健康についての意識と理解が高まるこ

とが期待される。女性の健康維持に携わる人達

を標的とした e ラーニングシステムの実装を

完了したので、将来的に教育対象を医療従事者

以外の学校保健に携わる教員などにも範囲を

拡張出来れば、さらに e ラーニングの有用性と

重要性は高まるものと考えられる。また、アク

セス記録などの解析で得られる HP 関連情報を

もとに、「多診療科連携による女性診療モデル」

として対面診療以外のものを最終的にはオン

ライン診療のようなものにまで昇華させ、結果

として日本全体の女性医療の水準を上げるこ

とに貢献する可能性がある。このような事業は、

最終的に医療法整備、経済活動への展開という

好循環に至る可能性がある。このような事業は、

最終的に医療法整備、経済活動への展開という

好循環に至る可能性があるため、今後も本研究

を継続する必要性があらためて認識されたが、

さらなる展開として、HP を活用した新たな視

点でのアンケート研究をおこなうことも情報

収集として必要である。 
 
Ｆ. 健康危険情報 
特になし 
 
 


